
 1 

甲事件：平成１９年（行ウ）第３２号            次回期日 ７月９日 
乙事件：平成２０年（行ウ）第３号  設楽ダム公金支出差止等請求事件 
原 告 甲事件 市野和夫 外１６７名 乙事件 市野和夫 外７名 
被 告 甲事件 愛知県知事 外１名  乙事件 愛知県知事 

 
第８準備書面（農業用水関係） 

 
平成２０年７月２日 

名古屋地方裁判所民事第９部 御中 
 

原告ら代理人  弁護士 在  間  正  史   
同     弁護士 原  田  彰  好   
同     弁護士 竹  内  裕  詞   
同     弁護士 樽  井  直  樹   
同     弁護士 白  川  秀  之   
同     弁護士 濱  嶌  将  周   
同     弁護士 魚  住  昭  三   
同     弁護士 笠  原  一  浩   
同     弁護士 籠  橋  隆  明   

原告ら復代理人 弁護士 吉  江  仁  子   
同     弁護士 若  山  哲  史   

 
第１、農業用水が既開発水量により供給可能であること 
１、フルプランの農業用水新規需要想定 
（１）平成１８年２月１７日閣議決定に係る豊川水系における水資源開発基本計画

（以下「フルプラン」という）では、平成２７年度における農業用水の新規需要を

０．３ｍ３／秒とし、これを設楽ダムにより供給するとしている（甲６の１）。 
（２）フルプラン審査のため国土審議会水資源開発分科会第２回豊川部会に配付さ

れた資料Ｂ－５－１３（甲９）やＣ－４－３（甲３３）の農業用水の説明では、需

要水量（粗用水量）は１９９，１８９千ｍ３／年、地区内利用可能量は２１，７８
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１千ｍ３／年であり、その差は１７７，４０８千ｍ３／年である。 
（３）他方、既開発水量は、上記資料Ｂ－５－１３（甲９）やＣ－４－３（甲３３）

では１６６，６８３千ｍ３／年とされているが、甲６の２説明資料（２）では豊川

総合用水１．５０ｍ３／秒、豊川用水４．７５ｍ３／秒とされ（いずれも年間平均

取水量）、これを年間水量に直せば（６．２５ｍ３／秒×６０秒／分×６０分／時

間×２４時間／日×３６５日／年）１９７，１００千ｍ３／年となり、上記農業用

水需要は十分賄えることとなる。 
（４）また、平成１１年に計画認可された豊川用水二期計画（工期平成１１年度～

平成２０年度予定）の計画諸元対比表（５）（甲３７－５枚目）では、「１９．現

況利用可能量」小計３２８，７６６千ｍ３／年、「２０．水源依存量」小計７１，

２７１千ｍ３／年、その合計水量は４００，０３７千ｍ３／年、これから都市用水

１８３，７５４千ｍ３／年を差し引き、農業用水が２１６，２８３千ｍ３／年とな

り、これから地区内河川３，０８１千ｍ３／年及び地区内溜池１６，１８５千ｍ３

／年を差し引くと豊川依存量（＝既開発水量）は１９７，０１７千ｍ３／年とされ

ている（別表１）。 
  平成１１年３月に第２回計画変更が確定した国営豊川総合用水土地改良事業変

更計画（甲３８－２－２０頁）によれば、「現況利用可能水量」１６９，３００千

ｍ３／年、新規水源からの「水量」４７，０００千ｍ３／年、その合計水量は２１

６，５００千ｍ３／年、これから地区内河川３，２００千ｍ３／年及び地区内溜池

１６，２００千ｍ３／年を差し引くと豊川依存量（＝既開発水量）は１９７，１０

０千ｍ３／年とされている（別表１）。 
  以上のとおり、フルプランに先行する上記２つの事業計画では、豊川用水地域

における農業用水既開発水量は約１９７，０００千ｍ３／年となっている。 
  また、豊川総合用水からの平成１４年取水実績は１億９２００万ｍ３（１９２，

０００千ｍ３／年）とほぼ計画量の取水がなされており（同部会議事録６頁・同部

会配付資料Ａ－２－３頁・Ｂ－２－５頁等参照）、これは前記各計画にかかる既開

発水量に匹敵している。 
２、基準年を異にする既開発水量の比較について 
（１）前記フルプランの既開発水量１６６，６８３千ｍ３／年が前記の先行する事

業における開発水量値に照らし信用できないとする原告らの主張に対し、被告は、
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既開発水量１６６，６８３千ｍ３／年は設楽ダム計画基準年である昭和４３年の値

であり、既開発水量１９７，１００千ｍ３／年は豊川総合用水事業基準年である昭

和２２年の値であり、基準年が異なる値を比較することは「誤り」であるとしてい

る（被告第２準備書面１１頁（５））。 
（２）しかし、「既開発水量」はそれぞれの計画基準年の降水量を前提にして「開

発」された水量であるが、昭和２２年（１９４７年）の降水量は名古屋１０９０．

７㎜、伊良湖１１４３．８㎜、昭和４３年（１９６８年）は名古屋１４１５．０㎜、

伊良湖１６８０．０㎜である（甲２６の１～３）。また、国土審議会水資源分科会

豊川部会の供給施設の安定性評価に関する資料（甲３５の２）によれば、年間総雨

量は、昭和２２年から平成１４年までの５６年間において、昭和２２年は下位２番

目で１,７００㎜程度であり、昭和４３年は下位２３番目で２,２５０㎜程度である。

この両年を比較した場合昭和２２年が極端に少雨であったことが明白である。 
  とすれば、両年を基準年とする既開発水量を比較した場合、昭和２２年既開発

水量が昭和４３年より多い（それも顕著に多い）ことは常識的に有り得ないことで

あり、とすれば昭和４３年の計画既開発水量は常識的に理解できない値である。 
（３）また、甲３８－２－２８頁によれば、平成１０年３月に建設省中部地方建設

局、農林水産省東海農政局、愛知県及び水資源開発公団中部支社の四者において、

「豊川水系の全体水利計画の計画基準年は昭和４３年とするが農業基準年（昭和２

２年）による土地改良事業計画等十分尊重すること」が了解されている。土地改良

事業計画における供給量１９７,１００千m3／年を供給するようになっており、別表

１の「国営豊川総合用水土地改良事業変更計画」欄記載のように各水源の水量が変

更されている。年１９７,１００千m3／年を供給することはフルプランにおいても前

提となっているものである。 
（４）以上から、農業用水新規水需要想定における既開発水量１６６，６８３千ｍ

３／年は説明できないものであり、既開発水量は約１９７１００千m3／年であって、

フルプランの需要水量を前提としても、新規の農業用水の需要はない。 
 
第２、農業用水の新規需要は見込まれないこと 
１、受益面積が過大に設定されていること 
  フルプラン農業用水需要水量の受益面積は１７，８００haとされている（甲３
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３－Ｃ－４－３頁）が、この約３０年間のフルプラン受益面積である耕地面積（経

営耕地）の推移は別表２（出典は各年の農林業センサス）のとおり水田、畑、樹園

地及び合計面積いずれも顕著な減少傾向を示し、２００５年農地合計は１６，０１

６haとなっている。 
２、施設営農について 
  被告はハウス栽培等の施設営農の増加により水需要が増加する旨主張する。フ

ルプランの需要想定では施設畑やトンネル栽培等の「畑作営農の推進」により約１

２４３千ｍ３／年の新規需要が見込まれるとしている（甲３３－Ｃ－４－３頁）。 
  しかし、フルプランの想定する施設畑面積は２，２４６haであるが、これに対

し東三河地域における平成１７年（２００５年）の施設畑面積は２，１３３haであ

って想定面積が大きく設定されている。近時の施設畑面積はそれほど増加していな

い。 
  また、上記の東三河地域の施設畑面積２，１３３haが同地域の畑全体に占める

割合は約１６％であり、前記のように畑を含む農地全体が減少していることからす

れば、仮に施設畑等の面積が若干増加したとしても、農業用水全体への影響はほと

んど無く、その減少傾向は変わらない。 
３、減水深の増加について 
  被告は神野新田地区の排水改良の結果減水深が増加し、水需要が増加している

と主張するが（なお、フルプランの需要想定では「水田用水量の増加」５３１１千

ｍ３／年の新規需要が見込まれるとしている（甲３３－Ｃ－４－３頁））、水田面

積の極端な減少傾向は前記のとおりであり、神野新田地区の減水深の減少があると

しても、それは水田面積の減少により相殺され、新規水需要は発生しない。神野新

田地区の水田面積も減少している。 
  また、神野新田地区の減水深の増加の要因の「排水改良」は、すでになされた

たんすい防除事業が排水不良となった（排水量が７．２６から５．８０に悪化した）

ため改良事業として行われたものであるが、その復旧目標値を以前になされた湛水

防除事業の水準を上回る１．２５倍の排水量（９．１０）と設定したために減水深

の増加が生ずることになった（甲３９－１枚目右頁「（２）事業の内容」参照）。

この経過からは、排水量を以前のたんすい防除事業の水準（７．２６）に調整する

ことにより減水深を従来の状態とすることが可能であり、そのようにすべきである。
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神野新田地区においても真実「水不足」であるならば、このような調整をすること

が当然必要であり、これによって農業用水の新規需要を押さえることが可能である。 
  さらに、神野新田地区は既得水利で優先的に取水することができる牟呂用水の

かんがい区域であり、しかも、「全量補給とする」（甲３４－４枚目欄外注記参照）

とされている地域である。豊川用水のかんがい地区ではない。 
４、地区内利用可能量減少について 
  甲３３－Ｃ－４－２～３ではため池等の利用可能量の減少補完分が４，１７１

千ｍ３／年とされているが、これは将来におけるため池の減少である（甲９－Ｂ－

５－１６頁）。これについてはため池等の地区内水源を保全すれば足りることであ

り、これが基本である。設楽ダムの新規需要を作り出すためにため池を潰そうとし

ているというべきであり、本末転倒している。ため池を保全せずに設楽ダムの建設

に邁進することは許されない。 
            以上 
 
 


